
 

 

第２６回ＪＡ北海道大会議案（ダイジェスト版） 
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 平成２１年１１月２０日に第２６回ＪＡ北海道大会が全道のＪＡ関係者が出席して開催されました。

今大会の主題は、｢協同の力で築く、あすの食をささえる北海道農業｣です。 

昨今の食料と農業を取り巻く状況は、世界的な食料需給のひっ迫、汚染米や毒入り餃子、輸入野菜の

残留農薬等の食品汚染や産地偽装等により国産農畜産物への期待が高まっている半面、農業者の高齢化

と担い手の不足、農業生産額の減尐、生産資材コストの高騰、世界的な不況による需要の停滞や十分な

価格転嫁が図れないことによる主業的な農家経営の悪化等が懸念されています。 

また、ＪＡ経営においては、正組合員戸数の減尐と組合員との関係希薄化等で組織基盤は脆弱化して

おり、さらに他業態との競争激化等により事業停滞が顕在化し、事業総利益は減尐傾向にあります。 

 このように農業とＪＡを取り巻く環境が大転換期を迎える中にあって、 

① 食料自給力の強化を図るため、北海道農業が保有する潜在能力のフル発揮と農業者が農業生産に

意欲的に取り組むことができる農業所得の拡大に向け、ＪＡグループ北海道がその総力を挙げて支

援に取り組む。 

② ＪＡと組合員の強固な結びつきのもと、多様な事業機能の発揮による組合員・利用者（地域住民）

に利用されるＪＡづくりに向けて取り組む。 

ことといたしました。 

 つきましては、各ＪＡ・連合会において、平成２２年度からの事業計画ならびに地域農業振興計画や

中期経営計画にこれらの内容を反映されますようお願い致します。 
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₀ ῴ‍⁸Ό ”  

 ’ ”‡‒  

穀物の国際価格は、平成 19 年秋頃から上昇し平成 20 年の春から夏にかけて史上最高水準を  

記録しましたが、その後、世界的な金融危機を契機として最高時に比べ急激に低下しました。中

長期的にも世界の食料需給はひっ迫の度合いを増していくものと見込まれています。 

 

 ” ”  

農地制度は、農地制度の目的を｢所有｣から｢利用｣へ転換したことから、今後は、企業による農

業参入が増加するものと考えられます。 

 

 ”                  ”  

本道の農家戸数は、平成 19年は 48千戸に減尐し、農家 

人口も減尐（平成 19年の販売農家 191千人）しています。 

また、基幹的農業従事者数を年齢別構成比にみると 65歳 

   以上の割合が、29.7%となっており、農業者の高齢化が進ん 

   でいます。 

 

 ”  

平成 19 年の販売農家１戸当りの農業所得は、4,936 千円となっています。しかし、ここ数年、

農業粗収益の伸び悩みと農業経営費の増加により全体的には減尐傾向にあり、今後とも北海道農

業が産業として成り立つためには、他産業並みの農業所得の確保が必須の条件であります。 

 

” ”  

”  

農業者の高齢化により正組合員数が減尐し、准組合員が増加する傾向にある等、組合員の構成

が変化してきています。今後は、農業生産法人や新規就農者等の正組合員資格のある者を積極的

にＪＡに受け入れていく必要があります。 

 

 ║ ”                    ”  

事業量については、貯金は順調に伸ばしてきましたが、 

共済については、保有高が減尐する傾向が続いており、販 

売・購買については、ここ数年、支払高はほぼ横ばいもし 

くは微減の傾向にあります。 

事業利益については、事業総利益が他業態との競争の激 

化等により年々減尐を続ける一方で、経営の効率化に取り  図 事業利益の推移 

組み事業管理費を削減することで事業利益を確保してきま 

した。 

財務については、事業量の減尐、正組合員の減尐による 

出資金額の減尐等により財務基盤が弱体化することが懸念 

されます。 
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今回のＪＡ大会では、世界的な食料需給のひっ迫、汚染米や毒入り餃子、輸入野菜の残留農薬等の

食品汚染問題や産地偽装問題等により国産農畜産物への期待が高まっている中で、もはや経済力のみ

では食料の安定輸入は確保できない状況にあることから、「食」と「農」の大切さについて消費者に

対して積極的に情報発信を行い、その重要性について理解を求めていくとともに、北海道農業がわが

国の食料基地として、持てる潜在能力をフル発揮して農業生産の増大による食料自給力の強化と農業

が産業として成り立つための農業所得の拡大に向けて、ＪＡグループ北海道がその多様な事業機能を

発揮してその実現に取り組み、また、ＪＡ自らも組織基盤の強化や健全経営の実践等に取り組んでい

きます。 
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” ₀  ⁴‍‼” ” ‚ ῾‍ ”  

北海道農業がわが国の食料基地として、持てる潜在能力をフル発揮するためには、ＪＡグルー

プ自らの力に加え、農業がわが国の重要な産業として位置づけられることが重要です。 

そのためには、農業生産の増大による食料自給率の向上と農業所得の拡大のための国内外政策

の確立が不可欠であることから、ＪＡグループ北海道は総力を挙げ、この農業政策の実現に向け

た強力な運動を展開します。 

 

Ή ῌ‗Ή ῌ”  ₀  ⁴ ”  

‗ ‭” ₀  ⁴ ‹ 

     農作業体験等を通じて食農教育に 

取り組むとともに、多様な形での地 

産地消と道産農畜産物の一層の活用 

促進に向け食品産業等との連携を図 

ります。 

さらに、農業の役割やＪＡの役割 

等について、テレビ・ラジオ・イン 

ターネット等の媒体を利用した情報 

発信を進めるとともに、農業まつり等の消費者との交流イベントや農業体験の実施等生産者と

消費者の交流促進を図ります。 

 

‍’ ⌂╒⌂ ║ ║ ” ‚ ῾‍ ‹ 

北海道農業の持続的な発展とわが国の食料安全保障を可能とする新たな農畜産物貿易ルー

ルの確立に向けて、国に対しては、確固たる交渉姿勢の堅持を求めるとともに、国際貿易交渉

に対する国民・道民の理解促進を図ります 

 

” ”‍‼” ”  

║  

     水田農業に関する施策の再構築のもと、米の計画生産と水田フル活用を着実に実現し、農家

所得の拡大と水田農業の構造改革を推進します。 

     また、多様なニーズに対応する品種の開発を促進するとともに、新品種栽培技術等を確立し、

「ゆめぴりか」「ふっくりんこ」等によるブランド米領域への販売拡大を図り、北海道米のさ

らなる需要拡大と有利販売に努めます。 

 

  ║ ║ ║ Ὼ 

① 畑作物について、持続可能な畑作農業の確立 

と経営安定を図るため、経営所得安定対策の再 

構築のもと、畑作物総体の面積を確保し、適正 

な輪作体系の維持による良品質な畑作物の安定 

生産と安定供給に取り組みます。 

また、畑作農業の維持・発展に向け地域での 

 

  ‗ ‭” ₀  ⁴ ‹ 
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      消費者との交流イベント等の実施 

 

 

 

農業体験や学校給食への地場農畜産

物の提供等、食農教育の推進 

ＪＡ主導の加工直売所等、多様な形

での地産地消の推進 
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創意工夫ある取り組みを推進するとともに、需要動向等を踏まえた生産による販売対応を推

進します。 

② 野菜については、消費の多様化や加工・業務用需要の拡大に応じた安全・安心で高品質な

生産に向けた産地づくりと供給体制の構築を進めるとともに、経営安定のための柱である価

格安定制度の改善または再構築に取り組みます。 

    ③ 果樹については、需要に応じた安全・安心な生産体制の整備および販路の拡大・経営安定

の取り組みを推進するとともに、花きについては、生産・流通の合理化と特色ある産地形成

を推進します。 

 

║ ║  

① 酪農については、生産基盤の確立と所得の拡大を目指しつつ、牛乳・乳製品の需要拡大へ

の取り組みの強化と需要動向等を踏まえた計画生産ならびに販売対応を推進するとともに、

経営安定対策や自給飼料生産支援対策の確立を図ります。 

また、酪農経営の安定化に資するため、酪農ヘルパー組織、ＴＭＲセンター、コントラク

ター組織等を通じた営農支援体制の確立を図ります。 

    ② 畜産については、肉用牛・豚については、高品質な畜産物生産と需要拡大への取り組みの

強化ならびに生産性の高い経営体制を確立するとともに、トレーサビリティシステムやＢＳ

Ｅ検査の実施等を通じた安全・安心対策の徹底および畜産経営安定対策の確立を図ります。 

    ③ 軽種馬については、馬産地の活性化に向け、経営の合理化や他作目への転換を進めるとと

もに、資質の高い繁殖牝馬の確保や負債対策の推進等による軽種馬経営の改善を図ります。 

 

΅ ” ║ ‗ ”  

  Ῥ⁴ ΅ ” ‗  

家族農業経営を主体とする主業的な農業経営体等の担い手の確保に向けて、新規学卒就農

者・Ｕターン就農者等の就農環境整備、農外からの新規参入者の受入れ・研修体制の整備に取

り組むとともに、担い手の育成に向けて毎年の営農計画や認定農業者の経営計画の策定を通じ

た既就農者の経営者意識・能力の啓発・向上ならびに青年部・女性部・生産者部会等の活動活

性化等に取り組みます。 

     また、集落営農等の法人化および農業生産法人の運営に対する総合的な支援に取り組みます。 

 

” ”  

担い手の農業生産・経営状況の 

適時・的確な把握・分析に基づく 

各種営農支援（施肥・防除等）、 

円滑な税務申告の体制づくり等に 

行政・農業改良普及センター等と 

連携して取り組みます。 

また、農地制度改革を踏まえた 

農地の利用調整や労働力需給調整 

等の担い手の経営を支援する機能 

の強化やコントラクター等の個別 

経営をささえる重要な地域営農支援システムの整備・充実を図ります。 

     ‗ ₮₰Ω√  
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○農地利用調整 

○労働力需給調整 

○各種営農・経営支援 

○農業生産法人等設立・運営支援 

○各種情報提供 

○税務申告支援 

○資金ニーズへの対応 

○農作業安全対策 

 
 

 
 

ＪＡの営農支援機能 

地域営農支援システム 

コントラクター、酪農ヘル

パ ー 、 Ｔ Ｍ Ｒ セ ン タ

ー ・・・ 

 

 
 

○経営不振農家の再建支援（経営・技術指導、資

金対策） 

○離農農家の経営資源の円滑な継承 

対 策 

行政・農業改良普

及 セ ンタ ー と の

連携 



 

-  6 -  

さらに、経営不振農家の再建（経営・技術指導、資金対策等）および離農農家の経営資源の

円滑な継承に取り組みます。 

 

║ ’ ‚⁭⁴ ‗ ₧⌂╒↨ ‭” ‚⁭⁴ ”  

   

営農指導を軸として、安全・安心な農畜産物の生産に取り組み、「北海道ブランド」の信頼

性の確保に基づく需要拡大を図るとともに、北海道は消費地遠隔主産地であるといった特性を

踏まえて、共同計算・共同販売を基本としたＪＡグループ北海道への結集による販売力の強化

に取り組む等生産から販売までの一貫した事業展開を図ります。 

 

₪₰⅍” ‗ ”  

営農指導を軸として、計画購買・取りまとめ購買を基本としたＪＡグループ北海道への結集

による生産資材等の価格引き下げと良質な生産資材等の安定供給に努めるとともに、営農技術

指導の強化による営農コストの低減に取り組みます。 

また、組合員の理解を得た中で、大規模農家や農業生産法人等の大口需要者の多様なニーズ

に対応した事業展開を図ります。 

 

΅ ║ ”‍‼”  

農業政策の転換や農業生産基盤の変化に対応した担い手の確保・育成に向け、ＪＡ・信連が

一体となり系統原資資金および制度資金を的確に活用した金融対策を通じ、担い手経営の安定

化・高度化の支援に取り組みます。 

 

” ║ ‗ↄₐ₡∕₰ ”  

║ ‚ῷ῾⁴ ” ║ ”  

     道産農畜産物に対する消費者の支持と信頼を得るために、安全・安心な農畜産物の生産に向

けて、クリーン農業の推進、農業用廃プラスチックの適正処理の推進ならびに生産履歴の記帳

や農業生産工程管理（ＧＡＰ的手法）の検討等に取り組むとともに、肥料・農薬の低減を目指

した土づくりを推進します。 

     また、食品の安全性確保対策として、トレーサビリティシステムの整備や残留農薬の自主検

査等に取り組みます。 

 

 

 

 

 

ↄₐ₡∕₰ ”  

     未利用資源の有効活用等によるバイオマス対策や地球温暖化対策の一環で進めるバイオエ

タノール実証事業の円滑な推進に向けた原料確保対策の検討と低コスト製造技術の実証試験

を実施します。 
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‭” ‚⁭⁴ ”  

” ‚ —ῼ ‗ ”  

     ＪＡの活動の中核を担う正組合員との 

関係強化に向け、役職員が積極的に出向 

き、接する対面機会を強化する中で、 

ＪＡ運営等への意見・意向反映とＪＡ活 

動への理解促進に取り組みます。 

     また、次世代を担う後継者や女性農業 

者については、ＪＡ運営に積極的に参画 

してもらうため正組合員への加入促進や 

総代・理事等への登用に向けた環境づく 

りに取り組むとともに、ＪＡの様々な活動への参加機会の提供を通じてＪＡとの結びつきの強

化を図ります。 

 

 ͊ ͋‗͊ ͋₀ ‗ ‍ ”  

農業者による直売所やＪＡの店舗（生活・資材）等の利用を通じて、食と農の大切さとＪＡ

の活動に賛同してくれる地域住民を組合員として加入推進し、地域住民にささえられ、利用さ

れるＪＡづくりに取り組みます。 

 

  ” ║ ║ ‚  ⁴ ” ║  

     組合員はもとより広く利用者（地域住民）にＪＡの運営・事業・活動等に関する情報を発信

することにより、ＪＡへの理解促進を図ります。そのため、ＪＡ広報誌、コミュニティ誌の配

布、ホームページの充実に取り組みます。また、農業新聞・家の光三誌等の普及推進を通じて、

協同意識の高揚を図ります。 

 

  ‚  ⁴ ” ║  

     構成員が多様化している組合員組織等のニーズに即した活動の支援に向けて、ＪＡの事務局

機能を強化するとともに、主体的な活動に対しては、ＪＡが活動の“場”を積極的に提供し、

組織の活性化と組織力の強化を図ります。 

 

  ‚⁭⁴ ”  

組合員講座、視察研修、講演会等の組合員ニーズに応じた創意ある学習活動を通じて、協同

意識の醸成と組織結集力の強化に取り組みます。 

     また、次世代を担う後継者については、ＪＡカレッジの農業経営継承者研修等への積極的な

参加を勧奨します。 

 

’ ” ‚⁭⁴€╒→₰”  

” ₀ ‗ ‍ ”  

     組合員・利用者（地域住民）の多様なニーズに対応するため、｢支所・支店｣、｢経済（営農）

センター｣、｢渉外体制（担当）｣等を窓口に、総合事業を基本とした横断的な事業連携による

 

 ” ‚  ⁴  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

女性部 
生活文

化教室 

青年部 
サーク

ル活動 

生産 

部会 

農業経

営塾 

Ό ῃ’ ‚  ―᾿ ῷ⁭• ‗ ‗”–

’Ό⁯₀ ‼⁴῀ 

 

” ⁞ ‚  ⁴’‘᾿ ” ‚  ⁴ 

‗‖ ‚  ⁴ ‗ ₀ ‼⁴῀ 

助け合

い組織 
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各種サービスを提供することにより、組合員・利用者（地域住民）の満足度の向上を図り、事

業量の拡大と地域に密着した活動を展開します。 

     組合員・利用者（地域住民）の声や各種情報を事業に反映させるため、各事業間での情報の

共有化に向けた仕組みづくりに取り組みます。 

     また、社会貢献活動として、ボランティア活動をはじめとする地域の活動に積極的に参画し

ます。 

 

‗ῼ⁮ ‚  ᾿ ‗ ‚ ›Ή ↄ└₦ῌ” ”  

金融サービスを通じた組合員・地域利用者への貢献を起点とし、利用者満足度の向上と取引

深耕化や地域占有率を意識した信用事業基盤拡充の取り組みを強化します。 

 

” ₀  ‍ ║ ῷ⁭• ‗” ║ ”  

ＪＡにおける組合員や地域社会の構造変化を踏まえ、共済事業における推進、仕組み、契約

事務、支払査定等組合員・利用者および地域住民とのあらゆる接点を再整備し、事業基盤の維

持・拡大を図ります。 

 

‚  ‍ ‗ ”  

     ＪＡグループ北海道への結集のさらなる強化と地域に密着した生活・燃料事業の運営強化に

取り組むとともに、利用者（地域住民）と生産者との相互理解の促進等、広く社会に期待され

る店舗づくりに取り組みます。 

 

’ €╒→₰” ‚⁭⁴ Ῥ⁴ ”  

     行政サービスおよび地域経済が縮小する中にあって、多様化する生活ニーズに応えるために

ＪＡグループ北海道の力を結集し、地域への社会貢献を果たすとともに、高齢化が進行する地

域生活に活力を与える取り組みを行います。 

     また、保健・医療・高齢者福祉を中心とする総合的なサービスの提供により生活の基本とな

る健康を守る活動を展開します。 

 

⁮ ΅ ₰₿ₐ⌂” ‗ ”  

” ‗ ₀  ⁴‍‼” ” ‗  

地域特性やＪＡのおかれている経営 

環境を踏まえて、経営トップのリーダ 

ーシップのもとにＪＡの経営理念を明 

確にし、あわせて協同の力と総合力を 

発揮する経営戦略とそれに基づく中期 

経営計画の策定・見直しに取り組むと 

ともに、「計画・実践・検証・改善（ＰＤＣＡサイクル）」を徹底し、着実な実践を図ります 

 

” ‗ ‚ ’ ”  

組合員と利用者（地域住民）が期待する事業・サービス機能の発揮や施設投資をするために

は、財務基盤の強化をはじめとして適正な剰余金の確保が必要であるため、事業計画段階にお

ける剰余金額の明確化を図るとともに、この確保に向けて経営管理の強化を図ります。 
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 ” ”‍‼” ”  

    ①採算性の確保による健全性の向上 

ＪＡが健全経営を維持するためには、事業採算性の確保が必須条件であることから、不採

算となっている事業については、中期経営計画の策定・見直しにおいて収支改善対策（事業

の譲渡、委託、廃止を含む。）を講じます。 

また、不採算となっているＪＡの子会社等についても、ＪＡによる管理を強化し、財務の

健全性ならびに収益性の確保に向けて取り組みます。 

 

②経営の健全性・透明性の確保とリスク管理の強化 

      コンプライアンス態勢と内部監査の 

充実・強化を図るとともに、事務の標 

準化・効率化ならびに適切なコントロ 

ールができるよう内部統制システムの 

整備に取り組みます。 

事務リスク（不祥事など）、信用リス 

ク（貸倒損失）、市場リスク（金利変動 

による損失）、流動性リスク（資金ショ 

ート）、情報資産リスク（情報漏えい、 

システムダウン）等のＪＡを取り巻く様々なリスクに対処するため、これらのリスクの発現

を事前に抑制するための不祥事未然防止対策の強化と与信管理等の徹底に重点的に取り組

むとともに、財務基盤の充実によりリスクへの耐久力を高めます。 

      また、情報の漏えいや情報資産の滅失等によるリスクの発生を未然に防止するために、情

報安全管理対策（情報セキュリティ対策）に取り組みます。 

 

    ③ＪＡグループ北海道をあげたＪＡ経営健全化対策の取組み 

      ＪＡの経営の健全化を進めるため「中央会・ＪＡバンクの指導基準の統一化」を図るとと

もに、安定的な収支構造と強固な財務体質を有する自己経営責任に基づくＪＡ経営の確立に

向けて、さらに中央会・連合会が一体的となって経営改善に向けて取り組みます。 

 

（４）合併による経営基盤の強化とＪＡグループの組織整備への取組み 

    ①ＪＡ合併による経営基盤の強化 

      ＪＡの経営管理の強化、事業機能の発揮、リスク耐久力向上のための財務基盤の確立、地

域貢献等の観点から、一定規模以上の経営基盤の確保が不可欠なＪＡについては、「ＪＡ合

併推進のための目標基準」を基本に合併推進ケースを設定のうえ、合併構想の実現に向けて

取り組みます。 

 

②連合会の子会社・農業関連団体の機能発揮と合理化・効率化の実践 

      連合会の子会社および農業関連団体の合理化・効率化を踏まえ、組合員の立場に立脚した

あるべき組織形態・事業運営と機能発揮等に向けて、引き続き組織整備本部委員会を中心に

取り組みます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

‚Ῥ‒‍ ”  
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  （５）情報システムの高度化・集約化とコスト削減 

     多様化する組合員の営農情報ニーズと営農指導の高度化に対応できる営農情報の提供と 

ＪＡの経営管理の高度化に向けた情報システムの整備・活用に取り組みます。 

     また、これまでの第２次情報化戦略の取り組みを踏まえて、ＪＡグループ北海道における情

報システムの高度化・集約化とコスト削減に向けて取り組みます。 

 

Ῥ⁴ —ῼ⁯ 

  ‚ ‒‍ ”  

     ＪＡの経営戦略と連動した人事労務基本方針の考え方に沿って、納得性の高い人事制度の確

立と運用に取り組みます。 

 

₀ ―⁴ —ῼ⁯ 

     職員育成に向けて、人事制度の適正な運用と併せ 

計画的・継続的なキャリア形成を重視した教育研修 

の実施と、職員自らが挑戦と行動できる職場づくり 

に取り組みます。 

     また、職員の健康維持・管理に向けたメンタルヘ 

ルスの取組みのほか、職員間、部署間のコミュニケ 

ーションの強化と業務の効率化に取り組みます。 

 

  ” ₀ ῲ ”  

組合員・利用者（地域住民）との結びつきを強化し、その要望等に応えるとともに、ＪＡの

経営戦略を推進できる人材を育成するため、職場内研修や仕事を通じての教育訓練（ＯＪＴ）

により、職員の“企画力”ならびに“現場力”の強化に取り組みます。 

     また、中央会・連合会とＪＡカレッジは、連携して企画力や現場力を高めるための各種研修

会を実施します。 

    【現場力とは】 

      現場（各事業部門や支所・事業所など）において発生している「問題や不具合」（問題 

課題）を現場で対処・対応（解決）していける能力、さらには、組合員または利用者の要 

望等をくみ上げて、それに対して迅速に対応できる能力をいう。 

 

₧⌂╒↨‚ῷ῾⁴ ║ ”  

     ＪＡグループにおける教育・研修の高度化・効率化とＪＡカレッジの教育センター的機能の

強化に向けて、中央会、連合会は個々に実施している教育・研修（本所段階で実施しているも

の）を可能な限りＪＡカレッジ研修に集約するとともに、教育・研修カリキュラム等を検討す

る会議体等を設置し、研修の充実・強化に取り組みます。 
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ＪＡカレッジ研修 

ＪＡ役職員 中央会・連合会役職員 

教育・研修カリキュラム等の検討 

（中央会、各連合会、ＪＡカレッジ） 

中央会・連

合会の研修

の集約 

 


